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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東 京 大 学 学長名 小宮山 宏 拠点番号 Ｃ０４ 

１．申請分野 Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名

称 

（英訳名） 

未来社会を担うエレクトロニクスの展開 

(Electrical Engineering and Electronics for the Active and Creative World) 

研究分野及びキーワード <研究分野:  電気電子工学> (ネットワーク) (電気エネルギー工学) (電子デバイス・集積回路) (光デバイス・集積化) (薄膜・量子構造) 

３．専攻等名 
大学院工学系研究科電子工学専攻、電気工学専攻、生産技術研究所（電気・電子工学）、大学院新領域創成科学研究科基盤

情報学専攻、先端科学技術研究センター、大規模集積システム設計教育研究センター 

４．事業推進担当者       計 21 名 

ふりがな<ローマ字>

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)
（拠点リーダー） 

HOTATE KAZUO

保立 和夫
工学系研究科電子工学専攻・教授 フォトニクス・工博 

全体リーダー 

痛みの分る材料・構造のための光ファイバ神経系 

NITTA  TANZO

仁田 旦三 工学系研究科電気工学専攻・教授 超伝導エネルギー工学・工博
システムエレクトロニクス 

超伝導利用機器によるエネルギーネットワークの効率運用

SHIBATA TADASHI

柴田  直 新領域創成科学研究科基盤情報学専攻・教授 知能集積デバイス・工博 デバイス物理で演算処理を発現するVLSI 

YAMAJI KENJI

山地 憲治 工学系研究科電気工学専攻・教授 エネルギーシステム・工博 
温暖化問題に解を与える世界エネルギーモデル・

バイオマスエネルギ活用戦略の研究 

KIKUCHI KAZURO

菊池 和朗 先端科学技術研究センター・教授 光エレクトロニクス・工博 光ファイバ伝送ネットワークの高機能化 

ASADA KUNIHIRO

浅田 邦博
大規模集積システム設計教育研究センター・教

授
集積システム・工博 VLSIシステムインテグレーション技術の展開 

HIDAKA KUNIHIKO

日高 邦彦 工学系研究科電気工学専攻・教授 高電圧工学・工博 環境センシング技術の充実 

HORI YOICHI

堀  洋一 生産技術研究所・教授 制御工学・工博 操縦性とエネルギー利用効率に優れた電気自動車の研究

FUJITA MASAHIRO

藤田 昌宏
大規模集積システム設計教育研究センター・教

授 
電子CAD・工博 VLSI自動設計・評価ツールの開発 

AIDA HITOSHI

相田  仁 新領域創成科学研究科基盤情報学専攻・教授 ネットワーク信頼性・工博 高信頼性複数経路ネットワーク技術研究 

NAKANO YOSHIAKI

中野 義昭 先端科学技術研究センター・教授 光電子デバイス・工博 集積光デバイスの高集積化 

AIZAWA KIYOHARU

相澤 清晴 情報理工学研究科電子情報学専攻・教授 画像情報工学・工博 画像情報処理・撮像デバイス 

MORIKAWA HIROYUKI

森川 博之 工学系研究科電子工学専攻・教授 ネットワーク工学・工博 ユビキタス機能拡充のためのハードウェア・センシング

SAKAKI HIROYUKI

榊  裕之 生産技術研究所・教授 先端半導体・工博 
ナノエレクトロニクス 

電子デバイス、光デバイスでの新機能発現 

OHTSU MOTOICHI

大津  元一 
（平成17年4月1日 追加） 

工学系研究科電子工学専攻・教授 フォトニクス・工博 ナノフォトニクス 

ARAKAWA YASUHIKO

荒川 泰彦 先端科学技術研究センター・教授 ナノ量子デバイス･工博 量子ドット形成の学術基盤の確立 

FUJITA HIROYUKI

藤田 博之 生産技術研究所・教授 マイクロマシン・工博 マイクロ・ナノメカトロニクス 

SAKURAI TAKAYASU

桜井 貴康 国際産学協同研究センター・教授 システムＬＳＩ・工博 極低エネルギー消費デバイスの実現 

HIRAKAWA KAZUHIKO

平川 一彦 生産技術研究所・教授 量子半導体・工博 ナノ構造の電子物性・光物性の制御 

平本 俊郎
HIRＡMOTO TOSHIRO

生産技術研究所・教授 微細デバイス・工博 極限微細デバイスとその物理 

TANAKA MASAAKI

田中 雅明 工学系研究科電子工学専攻・教授 スピンエレクトロニクス・工博 スピン機能半導体ナノ構造による新機能の発現 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 140,000 128,000 128,000 
161,000 

（16,100）

151,400 

（15,140） 

708,400 

（31,240） 
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６．拠点形成の目的 
２１世紀社会： 量から質へ、安全・安心の確保、利便性の追求、省エネ、環境保全 ‥‥‥

■目的・必要性 21世紀社会では、安全・安心の確保、

省エネ、環境保全といった「もの」ではなく「こと」

の実現が求められてくる。このために、エレクトロニ

クスが果せる役割は大きいが、いわゆる情報インフラ

上に構築されるソフトウエア主体の技術開発のみでは

限界があり、ハードウェアに軸足を置いた斬新な技術

の提示が重要となる。また、急速な活性化が求められ

ている昨今の経済状況を考えても、マクロなシステム

技術とこれを支えるミクロなシステム技術としての集

積化デバイス技術、そして新たな物理現象による新材

料・デバイスでの機能発現といった、厚みのあるエレ

クトロニクス技術領域での各レイヤーにおける主要技

術課題についての研究・開発を、相互の連携による相

乗作用を働かせつつ同時進行させることが急務である。

そのために、大学の有する知を結集して、新規産業を

創造できる「独創的なシーズによる使える技術」の提

供と近未来技術の糧となる「未踏科学」の開拓とを平

行して推進する必要がある。 

本申請は、このような社会的要請に応えて、活力あ

る未来社会を担う科学技術として、ハードウェアに軸

足を置いた厚みのあるエレクトロニクスを発信できる

世界第一級の研究拠点の形成を図ることを目的とした。

そして、プログラムを推進する中で、特に社会の中で

の安全と安心を拡充するための研究の比重を増加させ

ていった。中間評価では５段階の最上位の評価を頂い

たが、あわせて「中心となるものを顕在化」させるよ

うにとのコメントも頂いた。そこで後半では、安全・

安心を核として、”quality of life”を充実させるため

に、既存の技術領域の殻を破る横断的な技術領域とし

て「セキュアライフ・エレクトロニクス」を提唱して

推進することとした。 

本拠点形成プログラムでは、一体運営されている工

学系研究科電子工学専攻と電気工学専攻で専任、協力、

兼担となっている教員（工学系研究科電子工学専攻・

電気工学専攻、生産技術研究所（電気・電子工学）、

新領域創成科学研究科基盤情報学専攻、大規模集積シ

ステム設計教育研究センター、新領域先端エネルギー

工学専攻・先端科学技術研究センター・国際産学共同

研究センター・情報基盤センター（基盤情報学専攻協

力講座）・高温プラズマセンター内の関連教員）を中

心に、所属組織により異なる研究ミッションで培って

きた高度で豊富な実績を基に研究教育拠点の形成を図

り、未来社会を担うリーダーシップを発揮できる人材

の輩出を目指した。 

■研究教育の推進体制 情報通信ネットワーク、エネ

ルギーネットワーク、センサネットワーク、交通ネッ

トワーク等、生活インフラの機能向上のための要素技

術開拓と、これを支えるデバイス技術、新規なマテリ

アル技術開拓を同時展開することにより、世界に先駆

けた新機能の提示を探求した。本拠点形成グループで

は、本COE開始時までに、生活インフラネットワークの

ための要素システム技術、電子・光集積化デバイス技

術、そしてナノエレクトロニクスにおいて世界的な成

果を蓄積し、大型競争的研究資金を多く獲得してきた。

これらの研究も続行しつつ、２重点研究プロジェクト、

「システムエレクトロニクス・プロジェクト」と「ナ

ノエレクトロニクス・プロジェクト」を設定した。 

前者では、ミクロシステムとしての斬新な機能集積

化デバイスの開拓と、その機能の駆使とデバイス物理

の探求による次世代社会基盤システムのための技術の

創成を図った。後者では、ナノ材料・デバイス技術と

VLSIの先端的基礎研究を展開した。これらの研究を総

合して、社会における”quality of life”、特に安全・

安心のための厚みのあるエレクトロニクス研究教育を

展開した。また、未来エレクトロニクス研究教育セン

ターを設立して、両重点プロジェクトと個別研究間の

相互作用・相乗効果の発現を図り、産官学間ならびに

国際的な交流を活性化させた。博士課程院生の支援に

重点的に投資して、経済的な制約を受けずに次世代を

担う人材が博士課程に進学することを促し、国際的経

験を蓄積する上での支援も図り、国際的競争力に富ん

だ独自テーマを牽引するリーダーの育成を目指した。  

本COE拠点形成の目的と研究教育の推進体制を示し

た概念図を図１に示す。

　　　　　　そのための、そのための、生活インフラとなり得るネットワークの機能創成・向上のための要素技術開拓生活インフラとなり得るネットワークの機能創成・向上のための要素技術開拓

※　ハードウェアに軸足を置いた斬新なエレクトロニクス技術の※　ハードウェアに軸足を置いた斬新なエレクトロニクス技術の創成と創成と

　　　技術や研究開発を担う人材の養成　　　　　技術や研究開発を担う人材の養成　　

重点重点研究プロジェクト研究プロジェクト

ナノエレクトロニクス・プロジェクト
ナノ技術領域と集積化エレクトロ
ニクス技術領域の界面での研究
展開

個別研究個別研究をも統合して未来社会を担う厚みのあるエレクトロニクスをも統合して未来社会を担う厚みのあるエレクトロニクス研究を研究を展開展開

社会基盤たり得るマクロシス
テムとミクロシステムとしての
集積デバイスとの融合研究

社会基盤システム領域 集積化エレクトロニクス領域 ナノテクノロジー領域

システムエレクトロニクス・プロジェクト

　　システム　　　　　　　　　　　　　　　デバイス　　　　　　　　　　　　マテリアル　　システム　　　　　　　　　　　　　　　デバイス　　　　　　　　　　　　マテリアル
相乗相乗効果を発現しつつ同時効果を発現しつつ同時展開展開　　

＜独創的なシーズによる使える技術の提供＞　＋　＜近未来技術の糧となる未踏科学の開拓＞

※※　未来社会を担うリーダーシップを発揮できる人材の輩出　未来社会を担うリーダーシップを発揮できる人材の輩出

大学院生大学院生教育プログラム教育プログラム

　　

　＊ 主たる研究の担い手であるとの自覚　　＊ 広範な知識習得・研究動向把握　　
　＊ 国際性の養成： 海外インターンシップ、国際会議発表＋外国研究機関“道場破り”支援

＜厳格な評価を経てのＲＡ雇用・支援／国際研究交流支援、等＞

図１ 21世紀COE「未来社会を担うエレクトロニクスの展開」

の目的と研究教育の推進体制 
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７．研究実施計画 

本プログラムでは、情報通信、エネルギー、セキュ

リティ等のネットワーク機能の向上のために、ハード

ウエアに軸足を置いて、①生活インフラとなり得るマ

クロなシステム技術と ②これを支えるミクロなシス

テム技術としての集積化デバイス技術、③そして新た

な物理現象による新材料・デバイスでの機能発現とい

った、厚みのあるエレクトロニクス技術領域での各レ

イヤーにおける主要技術課題の研究・開発を、相互に

研究成果を連携させつつ同時進行させ、活力ある未来

社会を担うエレクトロニクスの展開を図る世界最先

端の研究拠点の形成をめざした。特に後半では、電力

工学、通信工学、計算機工学といった既存技術領域の

殻を破る横断的研究領域として「セキュアライフ・エ

レクトロニクス」を提唱し、安全・安心を核とし

て”quality of life”を充実させるための研究に注力

した。 

まず本拠点内に、２つの重点プロジェクト 

１．システムエレクトロニクス・プロジェクト 

２．ナノエレクトロ二クス・プロジェクト 

を設定し、両重点プロジェクトと個別研究成果を統合

して、厚みのあるエレクトロニクス研究教育を展開し

た。個々の研究テーマ・分野間の相乗作用誘発等を図

るために、本ＣＯＥの運営組織として「未来エレクト

ロニクス研究教育センター」を設立した。次世代ネッ

トワークには、高信頼性、高速性、大容量性、省エネ

性等が要求されることは言うまでもなく、さらに斬新

なシステム機能の創成が重要であり、そのためには、

新規なシステム要素技術の開拓はもとより、これを支

えるデバイス技術、さらに新たなエレクトロニクス機

能を発現できるマテリアル技術の研究をも同時展開す

ることが不可欠である。エレクトロニクスの必須技術

領域であるシステム、デバイス、マテリアルの各領域

を敢えて跨ぐ形で上記の２プロジェクトを設定した理

由はここにある。 

上記２プロジェクトのもとに５重点テーマ 

1) <ナノデバイスの集積化> 

2) <機能融合デバイス> 

3) <ﾊｰﾄﾞ･ｿﾌﾄ融合による次世代情報環境基盤> 

4) <システム技術のパラダイムシフト> 

5) <システムフォトニクス> 

を設定した。これらの推進により、全光化ネットワー

ク技術や痛みの分かる材料・構造用光ファイバ神経網

等のハードウェアによる新機能発現試作システムを、

デバイス技術の支援を得て稼動させ、実用化を探求し

た。また、機能性VLSIや集積化光デバイスの提案・実

証とシステム研究との融合、極低エネルギー消費デバ

イス・極限微細デバイスとナノ技術との融合をめざし

た。これによって、それまで複数の高山の集合として

形成されていた当グループの研究を、世界的な高さを

有する連峰となるように拡充することに努めた。 

従来から高い評価を得てきたシステム要素技術、電

子・光集積化デバイス技術、ナノエレクトロニクスに

関する本拠点形成グループによる研究を一層推進する

とともに、これらの技術領域を跨いで設定した２重点

プロジェクトと５重点テーマに本COE資金を重点投入

して推進した。ここで、「使える技術」へのこだわり

と「学術研究」としての知の蓄積への比重のかけ方に

違いを持たせることで、新規産業技術を創成するため

の即効技術と、中長期にわたって熟成することで将来

莫大な拡がりが期待できる技術とをバランスさせたプ

ロジェクト構成とした。 

２重点プロジェクト間ならびに個別研究間での成

果融合を図ることを目的に設置したのが未来エレクト

ロニクス研究教育センターである。さらに、各重点テ

ーマ内での連携と協力を推進するために「プラットフ

ォーム・ラボ」を設置して本COE資金を重点的に投入す

ることとした。上記２プロジェクトおよび個別研究の

成果は、活発な論文発表や国際会議発表のみならず、

本COE主催の国際シンポジウムやワークショップ等を

開催して広く世界に発信することにより、波及効果を

積極的に引き出し、それを本プログラム内にフィード

バックするように努めた。なお、上記研究計画は、後

述するように、博士課程大学院生を主対象とした若手

研究リーダーの育成を目指すための教育プロジェクト

としても機能させた。 

さらに、中間評価前後から、本拠点の共通の目標と

して、社会と生活の安全・安心を実現する「セキュア

ライフ・エレクトロニクス」を提唱し、その研究を推

進することとした。安全で安心な社会の実現のために

は、社会インフラ（エネルギー、建造物、交通）、先

進医療、福祉、健康、バリアフリー、自然災害、人為

災害、防犯、環境汚染、情報セキュリティーなど各分

野での対策が必要である。これらを根底から支える新

世代のエレクトロニクスの創成を目指し、システム、

デバイス、マテリアルの研究レイヤーをカバーし、電

力、通信、コンピュータといった従来の技術領域の殻

を破る横断領域として「セキュアライフ・エレクトロ

ニクス」の学術・技術の構築をめざすこととした（様

式２【非公表】の３ページおよび図も参照されたい）。 
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８．教育実施計画 

本拠点形成プログラムでは、博士課程を中心とした

大学院教育において、次の点に注力して教育活動を展

開し、課程修了後直ちに国際的競争力に富んだ独自テ

ーマを牽引できる高度な研究実行能力を有する研究者

のリーダーを育成することを目指した。 

 大学院生自身に研究の主たる担い手であること

を強く意識させて主体的に研究を展開させる。 

 各大学院生には独自の研究テーマを深めること

と平行して、関連研究領域での動向を積極的に把

握させる。 

 国際的な感覚を十分に養うための経験を積極的

に積ませる。 

指導教員は、研究テーマの方向付け、要所での舵取

りを行うことはもちろんであるが、研究の具体的展開

は大学院生自身に主体的に行わせる。プロジェクト内

での各院生の責任範囲を明確にし、自身の活動がその

成果に直接反映するようにして研究に対する緊張感、

責任感、達成感を体験させる。また、世界をリードす

る斬新なアイディアの想起には、知識と興味とに十分

な拡がりが必要である。本拠点形成グループは工学系

研究科電気・電子工学専攻を中心として新領域創成科

学研究科基盤情報学専攻等が連携しているが、それぞ

れの専攻では博士課程院生に対して週に一度の輪講の

聴講と、そこでの年に1ないし2回の調査および成果発

表を課している。今回の申請を機に、所属専攻を越え

た輪講出席を可能とし、各院生が主体的に隣接技術領

域の最新の技術動向を把握できる仕組みを構築した。 

さらに、各教員は博士課程演習を実施し、他研究室

に所属する大学院生とのセミナーを通して深みのある

議論を展開する。成果の発表を外部に対して積極的に

行うことはもちろんであるが、博士課程大学院生に

は、特に海外での国際会議にて自ら発表する機会を与

える。この際、関連研究機関を単独で訪問して発表の

機会を作り、自己の成果ならびに関連研究に関して討

論する場を自らが設定することを奨励し、関連研究分

野での最新の成果に直接触れ、また世界的に第一線で

活躍している研究者と直接議論をするチャンスを与え

ることにより、自らの研究成果の位置づけを明確にさ

せ、自己評価能力も育ませた（博士課程院生の ”海外

武者修行”制度）。さらに、各教員が実施してきた研究

では、従来から海外の研究機関との連携を図ってきた

が、本拠点形成プログラムにおいてこれをさらに強化

して、博士課程大学院生にも海外研修や企業でのイン

ターンシップへの参画を奨励した。以上の教育活動に

呼応して、以下の経費を確保することとした。 

 特任教員・研究支援者雇用経費（COE特任教員・

COEポスドク） 

 研究補助者（リサーチアシスタント）雇用経費（博

士課程大学院生ＲＡ制度） 

 博士課程院生の海外発表および海外研究機関単

独訪問支援経費（海外武者修行制度） 

 研究者の国際交流のための経費 

 海外研究者の招聘費・滞在費 

本拠点形成グループは、東京大学の３極構造化構想

に呼応して、本郷キャンパス、駒場第二キャンパス、

柏キャンパスで活動を展開している。本拠点形成プロ

グラムの展開により、エレクトロニクス分野での研究

教育フロンティアの移動・拡大に貢献する。この結

果、本分野の学問体系そのものに変化がもたらされる

ことになる。各大学院専攻の独自性を保ちつつも、エ

レクトロニクス分野の教育に関しては、博士課程教育

を頂点とした学部からの総合的な教育カリキュラム

が、常に最新の研究フロンティアを取り込んだ形態で

提供される世界的な拠点を構築し、これを維持・発展

させることとした。本COEで設立した未来エレクトロニ

クス研究教育センターが上記教育活動に対し総合的な

支援を行う。本COE拠点における人材育成と教育の推進

体制を図２に示す。 

以上の施策により、自らも世界的な研究成果を挙げ

た経験を有し、倫理感等でのバランスも心得ていて、

かつ活力あるリーダーとなり得る研究者を養成・輩出

して、エレクトロニクス分野における研究・教育の両

面において世界的な拠点形成を図ることとした。 

 

次世代エレクトロニクスを担う人材の育成
関連専攻、研究所、センターの総力を結集

■主たる研究の担い手の自覚 ■深い専門性と広い視野 ■オリジナリティ ■国際性
◆博士大学院生ＲＡ制度 ◆ 博士演習、大学院輪講 ◆ COE特任教員、ポスドク
◆国際会議発表＋外国研究機関単独訪問：“海外武者修行” ◆海外インターンシップ etc.
未来エレクトロニクス研究教育センター（本ＣＯＥ）が教育活動に対し総合的な支援
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図２ 本COE拠点における人材育成と教育の推進体制 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目的達
成度 

目的達成度に対する自己評価は、「１．想定以上の

成果を挙げた」である。以下その理由を述べる。 

本拠点では、ハードウェアに軸足を置きマテリアル

からシステムに至るエレクトロニクス領域での研究教

育を、個別研究室間の相乗効果を発現させつつ同時展

開させた。システム=デバイス=マテリアルの領域をま

たぐシステムエレクトロニクスとナノエレクトロニク

スの２プロジェクトおよび５重点テーマを設定し、プ

ラットフォーム・ラボを設置して研究教育基盤とした。

中間評価（5段階の最高位にあたる評価を頂いた）の前

後からは、社会と生活の安全・安心を実現するための

領域横断分野として「セキュアライフ・エレクトロニ

クス」を提唱し、多くの世界的業績を挙げることがで

きた。これまでに蓄積された成果は、多くの受賞（国

際学会等からの多数の受賞やFellow称号、紫綬褒章、

学士院賞、４年連続日本IBM科学賞など）や大型研究資

金の対象となる等、高い評価を受けている。本拠点メ

ンバー約60名は、多くの学術論文（ほとんどが国際的

に通用する英文論文誌）、国際会議発表・招待講演、

著書などにより、膨大な研究成果を発信した。国際シ

ンポジウムを2004年3月と2005年10月に2回開催、さら

に2007年1月には本拠点の成果を総括する最終シンポ

ジウムを開催した。いずれも300名を越える多数の参加

者を得て、これらは世界初の「セキュアライフ・エレ

クトロニクス」の提唱と成果発信の場となった。 

本COEプログラムの開始時に制定された拠点形成特

任教員の制度により、平成14年2月より中国国籍の何 

祖源博士を特任講師（のち特任助教授に昇任）として

招聘し、本COEプログラムの運営と研究の両面で中心的

役割を果たした。何博士は平成19年4月より工学系研究

科准教授に採用され、「セキュアライフ・エレクトロ

ニクス」の中核研究者として活躍中である。 

教育面では、大学院生による「主体的な研究活動の

展開」、「関連研究領域での幅広い知見の獲得」、「国

際性の養成」を重視した各種プログラムを実施した。

博士課程院生約80名をRAとして雇用する仕組みが軌道

に乗り、定期的に業績と研究計画を提出させ、評価に

よる大学院生の研究の活性化と経済的な支援に貢献し

た。海外研究機関単独訪問・討論実施（いわゆる大学

院生単独による海外武者修行）等、複数の教育プログ

ラムも実施した。大学院生の海外インターンシップ制

度も発足させ運用した。大学院生の国際会議や学会等

での活躍はめざましく、毎年約20-30件の賞を受けた。

本COE発足時に未来エレクトロニクス研究教育センタ

ーを設立し、多くのシンポジウム、ワークショップや

大学院生成果発表会等を実施した。留学生を多く含む

本拠点からの卒業生は、学術研究・産業界等、多方面

で活躍している。 

以上のように、エレクトロニクス分野における世界

トップレベルの研究業績を生み出し、博士課程レベル

の人材育成に寄与し、既存技術領域の殻を破る横断領

域として「セキュアライフ・エレクトロニクス」とい

う今後の基軸となる方向性も示した。

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

・リサーチアシスタント(RA)制度： 博士課程大学院

生約80名を審査の上、RAとして雇用し、実績と計画の

評価に基づいて給与を支給した。院生の経済的支援を

充実させ、研究者としての自立意識を高め、研究活動

の活性化に寄与した。 

・海外武者修行制度： 博士課程大学院生に海外で行

われる国際会議での発表を促し、それだけではなく海

外のライバル研究者がいる研究機関への単独での訪問

（いわゆる”海外武者修行”）に支援を与えて奨励して

きた。延べ50人程度を送り出し国際性の涵養と研究者

としての自立意識の確立に大きな効果を挙げた。 

・海外インターンシップ： 博士課程大学院生が海外

研究機関に長期滞在して共同研究等を行う海外インタ

ーンシップ制度を設けた。3名がそれぞれ3ヶ月程度海

外の研究機関に滞在し、共同研究を行い成果を挙げた。

３名とも大学に職を得て活躍中である。 

・COEポスドク：中間評価後、増額された資金を基に、

平成17年度からCOEポスドク制度を発足し、研究室間の

連携研究を行うためのポスドク2名が活発に研究を行

い、現在大学教員および研究員として活躍中である。 

・大学院学生の論文および受賞数： 約120名（D1～D3）

の博士課程大学院生は年平均１人１件程度の査読付論

文を学術論文誌に発表した。また、大学院生による学

会や論文等での受賞数も年間20-30件に達しており、そ

の数はCOE期間中に増加した（図３参照）。 

その他、教育カリキュラムとして 

・幅と厚みのある３層構造のエレクトロニクス教育カ

リキュラム  

・大学院講義やセミナーの英語化 

・COE特別講義・セミナー・特別講演会の開催 

などを行い、高度な専門的能力と広い視野を兼ね備え

た人材育成を行った。 
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図３ 本COE拠点の教員および学生の受賞数。教員の受賞として

は、紫綬褒章、学士院賞、江崎玲於奈賞、日本IBM科学賞(4年連

続)、IEEE Fellow称号(6名)、各国際学会からの賞など。大学院生の

受賞も平成18年度は30件に達した。 

システムフォトニクス・ラボ：本郷システムフォトニクス・ラボ：本郷

機能融合デバイス・ラボ：本郷機能融合デバイス・ラボ：本郷

PAOPAO ルーム：柏ルーム：柏

ナノデバイス・ラボ：駒場ナノデバイス・ラボ：駒場武田先端知ビルにも武田先端知ビルにも
ラボスペースを確保：本郷ラボスペースを確保：本郷

システムフォトニクス・ラボ：本郷システムフォトニクス・ラボ：本郷

機能融合デバイス・ラボ：本郷機能融合デバイス・ラボ：本郷

PAOPAO ルーム：柏ルーム：柏

ナノデバイス・ラボ：駒場ナノデバイス・ラボ：駒場武田先端知ビルにも武田先端知ビルにも
ラボスペースを確保：本郷ラボスペースを確保：本郷

図４ 連携協働のためのプラットフォーム・ラボ 

3)研究活動面での新たな分野の創成と学術的知見等 

「未来社会を担うエレクトロニクスの展開」をテー

マに研究教育プログラムを実施してきた中で、電力、

通信、計算機といった従来の技術領域の殻を破り、新

たな研究領域の創成を目的に、マテリアル、デバイス、

システムの各技術レイヤーを貫く協働研究体制を取り

成果を蓄積した。その中で新たな中心軸として特に注

力したのが、安全・安心を核として”Quality of Life“を
実現するための技術・学術である「セキュアライフ・

エレクトロニクス」の提唱とその展開である。 

代表的な学術的成果と知見の例を挙げる。本拠点リ

ーダー・保立和夫教授は、光ファイバ中の誘導ブリル

アン散乱を狭い範囲に局在発生させてその位置を掃引

する画期的な技術「痛みの分かる材料・構造の為の光

ファイバ神経網」を発明した。従来技術を3桁凌ぐ空

間分解能（1.6mm）や5桁凌ぐ測定速度（1kHz）を達成

して、複数の国際会議最優秀論文賞、学会論文賞、フ

ェロー称号を授与された。航空機用複合材料や建設分

野での実用化に向けた共同研究も展開され、国際的に

も極めて評価が高い。柴田教授は、独創的なVLSI を

設計・製作して、収集情報を柔軟に処理する右脳的コ

ンピュータのハードウェア構築を進め、顔の高速認識

技術、歯科レントゲン顔画像診断などに大きく貢献し

た。この他、制御性に優れた電気自動車、プラズマに

よる大気環境改善技術、ユビキタスネットワーク・セ

ンサネットワーク、モバイルインターネットの先導的

な研究等がある。これらは安全安心な社会の実現に向

けて、センシング、交通、環境、情報処理、通信、医

療など将来の社会インフラとなる技術である。また、

将来の技術基盤となるナノエレクトロニクス領域でも、

荒川教授の量子ドットと量子暗号通信用単一光子源の

研究、桜井教授の低消費電力VLSI、高木教授の先端

MOSFETデバイス、田中教授のスピントロニクス材料デ

バイスの研究など、卓越した世界的業績が多い。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

本郷、駒場、柏の３キャンパスにまたがる複数の専

攻・研究所・センターが連携し、マテリアルからシス

テムに至るエレクトロニクス領域での研究を、個別研

究間の相乗効果を発現させつつ同時展開してきた。こ

の相乗効果発現のために、システム-デバイス-マテリ

アルの各技術領域を跨ぐ２重点プロジェクト、そのも

とで５重点テーマを設け、COE拠点内の教員および研究

室間の連携協働のためのプラットフォーム・ラボ（図

４参照）を設置拡充した：本郷キャンパスにおける「機

能融合デバイスラボ」、「システムフォトニクスラボ」、

「武田先端知クリーンルームラボ」、駒場キャンパス

における「ナノデバイス・ラボ」、柏キャンパスにお

ける「PAOルーム」である。これらの研究教育基盤によ

って、多くの博士課程レベルの大学院生と教員による

研究成果が蓄積された。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 次項の情報発信でも述べるように、国際的に認知さ

れる多数の論文発表、多くの国際会議招待講演、国際

会議での発表、国際シンポジウムの開催、教員と学生

の多くの受賞を通じて、当拠点の国際競争力がトップ

レベルであることは十分に認識されたと考える。 

さらにこうした競争力を背景として、多くの国際交

流や連携を行ってきた。欧米有力大学（ハーバード大、

カリフォルニア大、デルフト工科大、バーゼル大など）

との定期的な国際ワークショップ、フランスCNRSとの

共同研究や人材交流、ソウル大学との定期的なワーク

ショップなど、多数の連携交流の実績を積み重ねた。 

6)国内外に向けた情報発信 

・論文発表、国際会議等学会での発表 

本拠点メンバー約60名が発表した学術論文は年間

約300-350件（事業推進担当者21名では約200件）に上

り、そのほとんどは英文で書かれて査読を経ており、
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国際的に通用する論文誌に出版されている。国際会議

発表は年間約700-750件（事業推進担当者21名では

380-500件）、うち招待講演は年間約120件（同 80-90

件）、著書約40編（同 約20編）である。５年間合計す

ると膨大な成果を発信したことになる。 

・本COE主催のシンポジウム開催 

本プログラムの活動を広報するために、300人規模

の大規模なシンポジウムを４回開催した。このうち国

際シンポジウムを2004年3月と2005年10月に2回開催し、

2 回目の国際シンポジウムでは ”Secure-Life 
Electronics” for Quality Life and Society を提唱

し、海外からの著名な研究者の参加を得て活発な意見

交換を行った。300名を越える多数の参加者を得て「セ

キュアライフ・エレクトロニクス」をテーマとした世

界初のシンポジウムであると評された。2007年1月には

最終シンポジウム「豊かな社会を築くセキュアライフ･

エレクトロニクス」を開催した。参加者は予想をはる

かに上回る約350名を数え、活発な討論が行われて、本

COEの活動が大きな成果を上げたことを実感すること

ができた。また、本COEに世界のトップレベルの研究者

が集結していることをあらためて印象づけた。 

・重点テーマワークショップの開催 

５つの重点テーマごとのワークショップも頻繁に

開催した（年４－５回）。この中には欧米やアジアの

有力研究機関や大学と共催し国際ワークショップとし

て行ったものも多い。国際ワークショップには多くの

大学院生が主体的に参加した。 

・博士課程大学院生による成果発表会 

各年度末には、本COEのRAを中心とする博士課程大

学院生による成果発表会を行い、研究成果の発信と内

外の研究者との情報交換を行った。 

・ＣＯＥ特別講演会、セミナーなどの開催 

COE特別講演会を毎年開催し、外国を含め内外の識

者や研究者によってセミナー、講義、講演会を行った。

博士課程院生を含む若手研究者に、普段の講義では得

られない情報や刺激を与える機会を多く設けた。 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成のた
め効果的に使用されたか） 

毎年、直接経費の4～5割を大学院生ＲＡ、海外機関

単独訪問（海外武者修行）、海外インターンシップな

どに投入し、若手人材育成を最も重視した。上記プラ

ットフォーム・ラボなどの研究教育基盤の拡充とプロ

ジェクトや重点テーマの推進のための研究費には直接

経費の2～3割を当てた。2～3割程度は、国際シンポジ

ウムやワークショップ、講演会開催などの成果発表、

情報発信、未来エレクトロニクス研究教育センター運

営費、特任教員、ポスドク、事務員などの人件費に当

てた。以上の使途により、当初目指したCOE拠点の形成

のために補助金が有効に使われたと判断している。 

 

②今後の展望 

21世紀COEプログラムで形成した幅と厚みのあるエ

レクトロニクス教育研究基盤をベースに、今後はグロ

ーバルCOEプログラム「セキュアライフ・エレクトロ

ニクス」として発展させ、さらに卓越した国際的教育

研究拠点を形成する。すでに実績を上げている施策に

加えて新たな教育研究プランを充実させ、「縦棒の太

いT型教育」を実践する。大学院生や若手研究者とと

もに、使える技術の創成・実用化と未踏科学の深化を

併進させ、厚みのある教育研究を展開することにより、

イノベーション能力と社会問題解決能力に富み、国際

性豊かな視野の広い研究開発リーダーを育成する。こ

れによって、日本のエレクトロニクス産業の活性化に

寄与するのみならず、豊かで良質な世界の実現に向け

て、人材育成と学術・技術研究の立場から貢献する。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に与
えた影響度） 

・学外への影響： 本COEでは社会と生活の安全・安心

を実現する「セキュアライフ・エレクトロニクス」の

推進を提唱した。本COE主催の国際シンポジウムでは

“Secure-Life Electronics”for Quality Life and 

Society を提唱した。2007年1月には成果を総括する最

終シンポジウム「豊かな社会を築くセキュアライフ･

エレクトロニクス」を開催した。いずれも300名を越え

る多数の参加者を得て、今後のエレクトロニクス研究

教育の方向性を内外に示した。社会と生活の安全・安

心を実現するための研究教育、ならびに既存技術領域

を越えた研究教育は、エレクトロニクスのみならず工

学分野全体でも重視されつつある。 

・学内への影響： 本COE拠点の中核となった電子工学

専攻・電気工学専攻、基盤情報学専攻はそれぞれ本郷

キャンパスと柏キャンパスに展開して研究教育をして

いたが、本COEでの活動がひとつのきっかけとなり、電

気系教員組織を再結集して、工学における電力・電子・

情報・システム分野を統合した研究教育拠点を充実さ

せるための専攻よび学科の再編計画が進行中であり、

早ければ平成20年度から再編が実現する予定である。

本拠点が目指す人材育成の方向と目的に整合する大学

の組織改編を実行しつつある。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者（３

名程度）） 

 

事業期間中に、本COEは国際会議等を積極的に開催し、本COEのメンバーも各自の分野での国際会議の中心的な役割を果

たしていた。これらについての集計は「参考データII③」に記入してある。下表には主な例を示す。 

開催時期・場所 会議等の名称 

参加人数

（外国人 

参加者数）

主な招待講演者 備 考 

2004年 
3月10-11日 
東京 

International Symposium on 
Electronics for Future 
Generations 

260 
（60） 

・ Venkatesh Narayanamurti （Harvard大学教授， 
工学と応用科学部長兼物理科学部長） 

・ Henk van Houten（Philips社上級副社長） 
・ Lars Samuelson （Sweden Lund大学教授） 

本COE主催 

2005年 
10月11-12日 
東京 

International Symposium on 
Advanced Electronics for 
Future Generations －
Secure-Life Electronics for 
Quality Life and Society － 

300 
(60) 

・ Luc Thevenaz (Swiss Federal Institute of Technology 
EPFL教授) 

・ Srikanta Kumar (DARPA SensIT Program Manager, 
USA) 

・ Harald Schneider (Fraunhofer-Institut fur Angewandte 
Festkorperphysik, Germany) 

本COE主催 

2007年 
1月15-16日 
東京 

COE Symposium on 
Advanced Electronics for 
Future Generations 
-Secure-Life Electronics for 
Quality Life and Society- 

350 
(50) 

・ 曽根 悟 (工学院大学工学部電気システム工学科 
教授) 

・ 寺谷 達夫 (トヨタ自動車株式会社第二電子技術部
主査) 

・ 藤野 陽三 (東京大学大学院工学系研究科社会基
盤学専攻 教授) 

本COE主催 

2003年 
7月10-12日 
東京 

日米ナノ科学技術ワークショ

ップ 
130 
（60） 

・ Gossard (California大学 Santa Barbara校 教授) 
・ R. Westervelt (Harvard大学 教授) 
・ Dr. E. Heller (Harvard大学 教授) 

本COE共催 

2003年 
11月20-22日 
韓国ソウル 

ソウル大学・東京大学電気

技術研究交流シンポジウム 
90 

(60) 
・ Jong-Keun Park （ソウル大学 教授） 
・ 桂井 誠 （東京大学 教授） 

本COE共催 

2003年 
11月17-18日・
東京 

International Symposium on 
Quantum Dots and Photonic 
Crystals 2003 

180 
(80) 

・ P. Bhattacharya (Univ. of Michigan, USA) 
・ D. Bimberg (Tech. Univ. of Berlin, Germany) 
・ R. Cingolani (Univ. of Lecce, Italy) 

本COE共催 

2004年 
3月23-26日 
奈良 

International Conference: 
Speech Prosody 2004 

270 
(140) 

・ Klaus Scherer（University of Geneva, Swiss） 
・ Daniel Hirst（University of Provence, France） 
・ Bjorn Granstrom（KTH, Sweden） 

本COE共催 

2004年 
10月25-26日 
米国 ボストン 

Frontiers in Nanoscale 
Science and Technology 

100 
(80) 

・ Hiroyuki Sakaki (University of Tokyo, Japan) 
・ Charles M. Marcus (Harvard University, USA) 
・ Leo Kouwenhoven (Delft University of Technology, 

Netherlands) 

本COE共催 

2005年 
3月7日8日 
東京 

International Symposium on 
Quantum Dots and Photonic 
Crystals 2005 

270 
(160) 

・ P. Bhattacharya (Univ. Michigan, USA)  
・ D. Bimberg (Tech. Univ. of Berlin, Germany)  
・ C. Chang-Hasnain (University of California, Berkley, 

USA) 

本COE共催 

2003年 
10月13-17日 
奈良 

International Conference on 
Optical Fiber Sensors 

360 
(170) 

・ L. Thevenaz (EPFL, Switzerland) 
・ E. Udd (Blue Road Research, USA) 
・ K. Hotate (Univ. of Tokyo, Japan) 

General Chair: 
保立和夫（拠点

リーダー） 
2004年 

7月12-16日 
横浜 

Optoelectronics and 
Communications Conference 
(OECC) 

650 
(250) 

・ Thomas A. DeFanti (Univ. of Illinois, USA) 
・ Mike J. O’Mahony (Univ. of Essex, UK) 
・ Tetsuhiko Ikegami (Univ. of Aizu, Japan) 

General Chair: 
菊池和朗（事業

推進担当者） 
2005年 

7月11-15日 
東京 

International Quantum 
Electronics Conference 2005 
and the Pacific Rim 
Conference on Lasers and 
Electro-Optics 2005  

1200 
(400) 

・ Masatoshi Koshiba (2002 Nobel Laureate in Physics, 
Univ. of Tokyo, Japan) 

・ Z. I. Alferov (2000 Nobel Laureate in Physics, Ioffe 
Physico-Technical Institute of the Russian Academy of 
Sciences, Russia) 

General Chair: 
荒川泰彦（事業

推進担当者） 

2005年 
11月 

台湾 新竹 

IEEE Asian Solid-State 
Circuits Conference 

350 
(300) 

・ S.-Y. Chiang (TSMC, Taiwan) 
・ K. Sakamura (Univ. of Tokyo, Japan) 
・ K. Kim (Samsung Electronics, Korea) 

Tech. Program 
Commit. Chair: 
桜井貴康（事業

推進担当者） 
2006年 

8月15-18日 
仙台 

4th Int. Conf. on Physics and 
Application of Spin-Related 
Phenomena in 
Semiconductors 

200 
(90) 

・ D. Awschalom, University of California at Santa 
Barbara, USA 

・ P. Crowell, University of Minnesota, USA 
・ P. Santos, Paul Drude Institute, USA 

Tech. Program 
Commit. Chair: 
田中雅明（事業

推進担当者） 
2006年 

10月23 -28日 
横浜 

The 22nd International 
Battery, Hybrid and Fuel Cell 
Electric Vehicle Symposium 

1500 
（500） 

・ M. Takimoto （Toyota Motor Corporation, Japan） 
・ P. Yoshida （Department of Energy, USA） 
・ P. Menga （European Association for Battery, Hybrid 

and Fuel Cell Electric Vehicles） 

Tech. Program 
Commit. Chair: 
堀 洋一（事業

推進担当者） 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を含

む）、実施時期、具体的内容 

・ 未来エレクトロニクス研究教育センターの設置： 本拠点における研究・教育を運営するために、「未来エ
レクトロニクス研究教育センター」を設立した。このセンターのもとで、以下の様々な人材育成プログラムを行っ
た。以下、特に断りがなければ実施した期間は平成14～18年度の5年間である。 
・ 博士課程大学院生を対象とするリサーチアシスタント(RA)制度： 毎年博士課程大学院生全員に自らの

研究計画とこれまでに実績と指導教員の所見を提出させ、RA評価委員会で厳正に審査・評価を行い、学振特
別研究員と国費留学生を除く約80-90名をRAとして雇用し、実績と計画の評価に基づいて給与を支給した。給
与は毎月５万円をベースとし、特に研究業績が優れている者にプラス3万円を支給した。これにより、博士課程
大学院生の経済的支援を充実させ、研究者としての自立意識と目的意識を高め、大学院生による研究活動の

活性化に寄与した。 
・ 博士課程大学院生による成果発表会： 各年度末には、本COEのRAを中心とする博士課程大学院生に

よる成果発表会を公開で行い、成果報告書を配布して研究成果の発信と内外の研究者との討論および情報

交換を行った。 
・ 海外研究機関単独訪問（“海外武者修行”）制度： 博士課程大学院生に海外で行われる国際会議での

発表を促し、それだけではなく海外のライバル研究者がいる研究機関への単独での訪問（いわゆる”海外武者
修行”）に支援を与えて奨励してきた。発表論文と出張計画書および交渉経過を提出させ、審査の結果認めら
れた博士課程大学院生を5年間で延べ50人程度を海外派遣した。この制度は、国際性の涵養と研究者として
の自立意識の確立に大きな効果を挙げた。 
・ 海外インターンシップ： 博士課程大学院生が海外研究機関に長期滞在して共同研究等を行う海外イン

ターンシップ制度を設け、平成17年度から運用した。3名がそれぞれ3ヶ月程度海外の研究機関に滞在し共同
研究を行い成果を挙げた。3名とも東京大学に職を得て活躍中である。 
・ 優れた若手研究者の採用（特任教員）： 21世紀COEプログラムの開始時に制定された研究拠点形成特

任教員の制度により，平成14年2月より当時米国の光通信業界で活躍していた中国国籍の何祖源博士を特任
講師として招聘した（平成17年4月に特任助教授に昇任）。以来、何博士は本COEプログラムの運営と教育研
究の両面で中心的役割を担った。2005年8月には王毅・中国駐日特命全権大使と李東翔公使参事官（教育担
当）が訪問され、本COEと何博士の活動を視察され意見交換を行った。またイタリア「ナショナル先端通信
COE」との交流など国際交流面も活発に行った。何博士は平成19年4月より工学系研究科准教授に採用され、
「セキュアライフ・エレクトロニクス」の中核研究者として活躍中である。 
・ COEポスドク： 中間評価を経てCOE 経費が増額されたのを契機に、かねてから実施を希望していた

COEポスドク制度を平成17年度から発足し、研究室間の連携研究を行うためのポスドク2名が着任して活発に
研究を行った。この2名は現在も大学教員および研究員として活躍中である。 
・ 幅と厚みのあるエレクトロニクス教育カリキュラム： 中核専攻である電子工学専攻では、「基礎講義群」

「先進的講義群」「実践的な実験・演習・輪講群」の３層構造から成る教育カリキュラムによって大学院教育を行

ってきた。実践的な実験・演習・輪講では、所属研究室以外の複数の教員による少人数指導やプラットフォー

ムラボを活用した研究教育も行った。輪講では各自が年1回～2回のレビュー発表等を行い、修士・博士5年間
では計約370件の最新研究動向を聞くことができる。これらを基礎として深い専門性と幅広い視野の両方を養
っている。 
・ 大学院講義やセミナーの英語化、COE特別講義・セミナー・講演会の拡充： 大学院における英語での

講義やセミナーを増やし国際性の涵養に努めた。また、外国人も含めて主に外部から講師を招聘し、多くの

COE特別講義、COE特別セミナー、COE特別講演会を実行して、通常の講義では得難い情報を大学院生や
若手研究者に提供し討論した。 
・ 外国大学・研究機関との定期的国際交流： 大学院生や若手研究者に多くの国際交流の機会を提供し

た。そのうち数例のみを挙げる。欧米有力大学（ハーバード大、カリフォルニア大、デルフト工科大、バーゼル
大など）との定期的な国際ワークショップ、フランスCNRSとの共同研究や人材交流、ソウル大学との定期的なワ
ークショップ、など多数の連携交流の実績を積み重ね大学院生に積極的に参加ささせ、あるいは運営の一部
を任せた。また、北京のマイクロソフトリサーチアジアや台湾の工学系大学へ院生と教員が10～20名ずつ数回
訪問して、研究交流を深めている。 
・ 人材育成プログラムの効果、大学院学生の発表論文および受賞数など： 以上の人材育成プログラムを
行った結果、本COE拠点の大学院生の活躍はめざましいものとなった。約120名(D1～D3)の博士課程大学院
生は年平均1人1件程度の査読付論文を学術論文誌に発表した。また、大学院生による学会や論文等での受
賞数も年間20-30件に達しており、その数はCOE期間中に増加した。 
 



機関名： 東京大学  拠点番号： Ｃ０４    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果  （総括評価）  設定された目的は十分達成され、期待以上の成果があった （コメント） 研究教育拠点形成全体について、「２１ＣＯＥプログラム推進委員会」とその「推進室」を設け、専任の教授を配置して拠点の強力なサポートや共用スペースの優先的貸し出しなどを行い、特に国際化を目指し、国際連携本部を設け、留学生への細かな対応や海外大学との積極的な連携を進めたことは評価できる。 研究活動面では、本拠点メンバーが発表した学術論文は、年３００～３５０件、国際会議発表は年７００～７５０件に上り、国内外に向けての膨大な情報発信を行っている。それらは多くの受賞（国内外の顕著な賞も多い）、招待講演などの成果をあげている。従来から、本グループが有する高いポテンシャルを発揮し、新しい芽も育っていると考えられる。ただし、貴学にはそれに留まらず将来の本分野を開拓していくための新たな概念や新規デバイス構造とその基盤となる物理の創出の使命が課されていると思われ、今後これらの点での成果が期待される。また、前述のとおり、個々の拠点メンバーは優れた業績を挙げている点は評価できるが、メンバー間の相互の有機的連携については、報告書にその成果等が十分示されていないため、今後の展開において明らかにすることが望まれる。 人材育成面では、２つのプロジェクトのもとに５重点テーマを設定してＣＯＥ資金を投入し、８０名の大学院生をリサーチアシスタント（ＲＡ）として雇用して経済面の負担を軽減し、大学院生の研究活動を活性化し、さらに海外研究機関への５０人の単独訪問の武者修行や３ヶ月の海外インターシップ制度など数々を試み、国際会議や学会等で成果を発表した大学院生が毎年２０～３０件の賞を獲得し、その数はＣＯＥ期間中に増加している。また、博士後期課程１年～３年の１２０名の大学院生が年平均１人１件程度の査読付論文を発表しており、専門性と国際性を兼ね備える人材育成に努力した。経費面に関して、備品購入は最小限に留め、ＲＡ雇用の人材育成費に特化したことも評価される。 「中心となるものを顕在化させよ」との中間評価コメントについて、速やかに対応され、「セキュアライフ・エレクトロニクス」を提唱推進し、これを世界に発信したことは高く評価される。 本事業の終了後は、大学院入学者の経歴、及び修了生のキャリアパスの多様化に対してそのサポート室を設け、海外の研究者との交流や大学院生の派遣・受入を飛躍させ、グローバルな人材養成を行うため、大学の独自基金でＲＡ制度を存続させ、研究・教育活動を継続させる計画が示されており、今後の更なる発展が期待される。  


